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⽔道料⾦について
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⽔道料⾦について
� ・⽔道⽔の供給は、⽔道事業者と需要者との給⽔契約に基づいてなされています。 給⽔契約は任意

⽔道事業は、利⽤者からの料⾦収⼊により
運営されることが適切です。

※ただし、⽔道利⽤者以外も関係するもの（消⽕栓の維持管理費など）については、
一般会計が負担するものである。

利⽤者 ⽔道事業者

⽔道料⾦

給⽔契約

⽔道⽔の供給
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⽔道料⾦の算定（総括原価）
・⽔道料⾦は、総括原価方式により算定します。

･･･「⽔道料⾦算定要領」に⽰される方法。減価償却費など現⾦⽀出の伴わない費⽤を含めて
総括原価を算定し、料⾦総収⼊額と総括原価が等しくなるように料⾦を設定する方法。

資産維持費=A:対象資産×B:資産維持率
Ａ 対象資産は、将来も維持すべき償却資産
Ｂ 資産維持率は、施設等を更新する費⽤、建設当時の費⽤を⽐べた場合、
物価上昇や⼯事の施⼯環境の悪化等により費⽤の増⼤が⾒込まれることか
ら、不⾜が想定される分を算⼊するもの
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資産維持費を
いくらにすべきか

費⽤に対して
収⼊が不⾜



⽔道事業の現状と課題
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⽔道事業 供給単価と給⽔原価
供給単価 ・・・ 有収⽔量１㎥当たりについて、どれだけの収益を得ているかを⽰す指標。
給⽔原価 ・・・ 有収⽔量１㎥当たりについて、どれだけの費⽤がかかっているかを⽰す指標。

給⽔原価が供給単価を
上回る推移

この差額を
料⾦改定によって
カバーする必要がある

物価高騰等により維持管
理費が増加し年々給⽔原
価が増加。
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⽔道事業の収益的収⽀

※毎年２億円以上の資⾦不⾜が続いており、年々増加傾向で推移する⾒通しです。また、不⾜した資⾦は、他会計繰⼊⾦（一般会計からの基
準外繰⼊⾦）での補填となるため身延町の財政状況悪化に繋がりかねない。
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⽔道施設の⽼朽化の⾒通し
有形固定資産減価償却率

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標。
数値が高いほど、法定耐⽤
年数に近い資産が多いこと
を⽰す。

2000年から2020年に建設された施設が
多いため2035年(R22)から健全資産が
５０％以下となる⾒込みである。
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⽔道事業の資本的収⽀ 損益勘定留保資⾦の原資は、独⽴採算会計では、料
⾦収⼊となりますが、身延町では一般会計基準外繰
⼊⾦となっています。
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⽔道料⾦の算定について
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公営企業の基本原則
○公営企業会計は、独⽴採算制の原則のもと経営を⾏います。

適正な経費負担区分を前提とした独⽴採算制の原則

●独⽴採算制の原則（地方公営企業法第17条の2第2項）
地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地方公共団体の一般会計又は
他の特別会計において負担するものを除き、当該地方公営企業の経営に伴う収⼊をもって充てなけ
ればならない。

●経費負担区分（地方公営企業法第17条の2第1項）
その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収⼊をもってあてることが適当でない経費
当該地方公営企業の性質上能率的な経営を⾏ってもなおその経営に伴う収⼊のみをもって充てること
が客観的に困難であると認められる経費
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⽔道料⾦算定の原則
決定原則

①公正妥当性

②適正な原価

③健全運営の
確保

・適正なサービスと料⾦⽔準
・公平な料⾦体系

・原価主義
（総括原価、個別原価）

・資産維持費

■適正な原価とは・・・
公益事業としてなすべき正常な努⼒を⾏ったうえで

必要な営業上の費⽤に、健全な経営を維持するために
必要な資本費⽤（事業報酬）を含むもの。
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⽔道料⾦ 算定期間
■算定については、経営戦略等の計画期間を踏まえ、料⾦等算定期間を設定。
■上下⽔道事業は、⽇常⽣活に密着した公共料⾦であるためできるだけ安定性を保つことが
望まれる反⾯、⻑期間による算定は予測の確実性を失うこととなる。

算定期間は一般的に ３年から５年程度 に設定することが適当

今回の検討では
令和９年度から令和１３年度までの５年間を

料⾦算定期間とします。
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⽔道事業 総括原価について
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総括原価
・⽔道料⾦算定においては、総括原価方式が採⽤されています。

総括原価 料⾦収⼊

減価償却費など現⾦収⽀
を伴わない費⽤を含めて総
括原価を算定し、料⾦総収
⼊と総括原価が等しくなる
ように料⾦を設定する方法。

※⽔道料⾦算定要領
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資産維持費

上下⽔道施設の建設、改良、
再構築、企業債の償還等に
必要な所要額とします。

資産維持費

□算定方法
・⽔道事業・・・「⽔道料⾦算定要領」（⽇本⽔道協会）より

※ただし、各事業体の実情を考慮し調整できるとされています。

資産維持費 ＝ 対象資産 × 資産維持率（３％）
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総括原価の内訳
� 経営戦略 � 総括原価

現⾏ 2.87倍
18

※経営戦略収⽀計画参考



総括原価方式による独⽴採算に必要な料⾦収⼊
基本料⾦、超過料⾦とも現⾏の
２．６８倍必要となる

×2.68

※13㎜で1か月20m3使⽤した場合の料⾦
現 ⾏︓2,370円
独⽴採算︓6,287円※基準内繰⼊を含む
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⽔道料⾦改定案について
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⽔道料⾦体系（現⾏）について
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⽔道料⾦の近隣市町との⽐較
・⽔道料⾦については、近隣町平均程度の⾦額となっています。
・平成25年の料⾦改定以降13年間⽔道料⾦の改定を⾏っておりません。

近隣町平均 2,418円

※⽔道料⾦については、メーター使⽤料を含み、⼝径13㎜、1月使⽤⽔量20m3と仮定
※南部町は、簡易⽔道 22



給⽔原価・供給単価による近隣市町との⽐較

※給⽔原価＝経常費⽤÷有収⽔量、給⽔単価＝給⽔収益÷有収⽔量
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経営戦略(アセットマネジメント)による
収益的収⽀及び資本的収⽀について
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現⾏料⾦



経営戦略（財政収⽀計画）について

25・R16には、更に1.46倍の改定が必要となる⾒通し
・算定基準の５年間で純損益がマイナスにならないよう
に料⾦改定を⾏うとR11に現⾏の1.45倍の改定が必要

5年間



料⾦改定のスケジュール及び改定率について

事務局からの提案について
経営戦略（アセットマネジメント）による将来収⽀計画では、

令和11年に1.45倍、令和16年に2.12倍の料⾦改定が必要となる⾒通
しが⽰されました。
令和9年から1.53倍にすることで令和18年までの料⾦収⼊が２段

階改定と同額程度となるため、使⽤者負担を考え令和9年から1.53

倍に改定し、令和12年に経営状況を踏まえながら⽔道料⾦のあり
方を再検討して⾏きたいと考えています。
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料⾦収⼊⾒込みについて
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◎令和9年から令和18年の経営戦略と改定案（事務局）による料⾦収⼊⾒込みの⽐較
※料⾦等の⾒通しについては、経営戦略による有収⽔量、供給単価を基に改定率を乗じ算出したものです。

※料⾦シュミレーション︓⼝径13㎜ 1.45倍（基本料 934円、超過料186円、3,172円/20㎥）
2.12倍（基本料1,375円、超過料275円、4,636円/20㎥）



⽔道料⾦改定案について

●使⽤者の多くは、⼝径13㎜で使⽤⽔量が10m3以下で56％、
20m3以下で78％、30m3以下で90％、40m3以下で96％となっている。 28

料⾦設定を平均改定率１．５３倍になるよう３パターンで試算する



使⽤⽔量における料⾦⽐較について
⼝径13㎜ ※使⽤⽔量２１m3以下では、パターン１が最も料⾦が

低く抑えられている。
※使⽤⽔量２２m3以上では、パターン３が最も料⾦が
低く抑えられる。

⽔
道
料
⾦
（
円
）

使⽤⽔量（m3）

加⼊者９０％が該当

加⼊者５６％

加⼊者７８％

※水道法 第二条一項 責務 (抜粋)
水道が国⺠の⽇常⽣活に直結し、その健康を守るために⽋く

ことのできないものであり、かつ、水が貴重な資源であること
にかんがみ・・・とあり、住⺠利⽤者への配慮と水をたくさん
使うほど料金が高くなるよう設定し節水に繋がるように料金を
設定する必要があります。
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×1.37倍

×1.41倍

×1.42倍



⽔道料⾦（改定案）の近隣市町との⽐較
・⽔道料⾦については、近隣町平均程度の⾦額となっています。
・平成25年の料⾦改定以降13年間⽔道料⾦の改定を⾏っておりません。

※⽔道料⾦については、メーター使⽤料を含み、⼝径13㎜、1月使⽤⽔量20m3と仮定
※南部町は、簡易⽔道

近隣町平均 2,418円
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1.73倍

1.41倍 1.43倍

全国平均（給⽔人⼝５千人以上１万人未満）
３，８２３円 （２０㎥当たり）

全国平均 3,823円



改定案の給⽔原価・供給単価による近隣市町との⽐較

※給⽔原価＝経常費⽤÷有収⽔量、給⽔単価＝給⽔収益÷有収⽔量
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全国平均
（給⽔人⼝５千人以上１万人未満）
⽔道料⾦ ３，８２３円（２０㎥当たり）
回収率 ８１．４％

現⾏の回収率３９．３％



料⾦改定案（経営収⽀）による料⾦改定率について
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料⾦改定案による一般会計からの繰⼊⾒込み
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○現⾏では、令和９年度
から令和１３年度の５年
間における繰⼊額は１９．
５億円（年平均３．９億
円）を必要とし年々１千
万円程度増加していく将
来予測となっている。

○改定案

○現⾏

○改定案では、料⾦収⼊
が増えた分、令和９年度
から令和１３年度の５年
間で繰⼊額を３．５億円
（年平均７千万円）減額
⾒通しとなる。



⽔道料⾦の改定について（確認）
� 料⾦算定方式について
総括原価方式

� 料⾦算定期間について
令和９年から令和１３年の５年間

� 料⾦体系について
⼆部科⾦制（基本料と超過料） 単一型（超過料固定単価）
※消費税１０円未満切り捨ての廃⽌（インボイス制度による）

� 料⾦改定率について
現⾏料⾦から（平均改定率）
令和9年に1.53倍に料⾦改定し、令和12年に経営状況を踏まえながら再検討する

� 料⾦改定基準⽇について
令和９年４月１⽇（令和９年４月使⽤分から）
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